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雇用回復を意味しない失業率の低下 
              （5 月労働力調査、除く被災 3県） 

失業率は予想外の低下も、寧ろ雇用情勢は悪化。若年層の労働市場からの退出が顕著。但し、求

人状況には明るい動きも見られ、夏場から雇用情勢は回復へ向かう見込み。 

労働力調査では、東日本大震災の影響により岩手県、宮城県及び福島県の被災 3県において、調査実施が

困難な状況となっていることに鑑み、2011 年 3 月分以降，当面は被災 3 県を除く結果のみを公表するこ

ととなっている。本レポートも同データに基づくものである。そのため、被災地を含めた日本全体につい

ては本レポートの記載よりも雇用情勢は悪化している可能性が高いだろう。 

5 月の完全失業率は 4 月 4.7％から 0.2 ポイント低下

の 4.5％となった。市場予想は横ばいもしくは小幅上

昇であり、予想外の低下である。しかし、就業者数が

前月差▲10万人（3月▲46万人→4月▲14万人）と

3 ヶ月連続で 10 万人超の大幅減少を記録しており、

寧ろ雇用情勢は悪化が続いたとの判断こそが妥当で

あろう。就業者数の水準を見ると、4月・5月と 2ヶ

月連続で 2010年平均を下回っており、方向のみなら

ず、絶対水準としても雇用情勢が悪化していることが

確認できる。 
（出所）総務省

就業者数と失業率の推移（季節調整値、千人、％）
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（出所）厚生労働省

雇用調整助成金の状況（百万件）
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就業者数の減少と同時に、完全失業者数も▲9万人（4

月+2万人）と減少しており、就業者数（▲10万人）

と完全失業者数（▲9 万人）の減少、合計で 19 万人

が、5月は労働市場から退出した。つまり、冒頭に述

べた失業率の低下は労働市場からの退出に伴うもの

に過ぎず、雇用情勢の改善ではない。こうした雇用悪

化の動きは雇用調整助成金の申請受理件数の高水準

推移などからも確認できる（但し、ピークアウトはし

た可能性が高い）。 

（出所）総務省

年齢階層別失業率：男女計（％）
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2010/05完全失業率（原系列）を年齢階層別に見ると、全体が

前年同月から 0.6ポイントの低下（5.2％→4.6％）に

留まるのに対し、若年層（15～24 歳）の失業率低下

幅が 2.1ポイントと突出しているのが目立つ。この大

幅低下が、若年層の就業増加に基づくものであれば問

題はない。しかし、残念ながら、就業者の増加幅（前

年差 5 万人）を失業者の減少幅（▲12 万人）が大き
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く上回り、失業率低下は労働力人口の減少に起因する

部分が大きい。つまり、就業を諦めた若年層が労働市

場から退出したために、失業率が低下したに過ぎない

のである。若年層の就職難は深刻な状況が継続してい

る。こうした若年層の就業希望の取り下げが、冒頭の

失業率低下の主因であると推測される。 

次に、産業別就業者の動向を原系列の前年差で見ると、

趨勢的な増加が続く「医療・福祉」（3 月+7 万人→4

月+26万人→5月+31万人）に加えて、震災需要やサ

プライチェーン復旧を受けて、「建設」（3 月▲3 万人

→4 月▲9 万人→5 月+17 万人）や「製造」（▲18 万

人→+5万人→12万人）での改善が顕著である。逆に、

低迷が目立つのは個人消費関連である。「卸小売」は

4月の▲39万人からは小幅改善したものの、5月も▲

34万人と大幅なマイナスが続き、「飲食・宿泊」は▲

7 万人（4 月▲3 万人）へマイナス幅が拡大した。な

お、震災被害対策や被災地支援に伴い政府部門の雇用

拡大を受けて、4月まで大幅な増加が続いていた「公

務」は 5月に横ばい近くまで鈍化している（3 月+18

万人→4月+18万人→5月 1万人）。 

（出所）総務省

産業別就業者数（前年差、千人）
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雇用の先行きを考えるために求人状況を見ると、求人

倍率は横ばい（4月 0.61倍→5月 0.61倍）だが、新

規求人数は 2ヶ月連続で増加、求人広告件数も 3月の

落ち込みから改善しており、先行きの雇用情勢は緩やかながら改善へ向かう可能性が示唆されている。サ

プライチェーン復旧に伴う日本経済全体の回復を受けて、雇用情勢も夏場からは徐々に持ち直しへ転じる

見込みである。 

（出所）社団法人全国求人情報協会

求人広告件数(季調値、年率換算、千件)
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